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ご挨拶　 
　米大統領選、「もしトラ」など、トランプ再選の
場合の危機管理などが1年ほど前から話題になってい
ましたが、結果は「またトラ」、トランプ再選とな
りました。来年１月のトランプ大統領の就任まで
に、世界は対策に追われることになりそうです。沖縄
にも影響があるかもしれない。冷静に変化の先を読
みたいと思います。 
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【視点】生成ＡＩの衝撃の未来は？　村上憲郎氏、
前川徹氏に聞くWebセミナー、緊急開催 
　沖縄DXは11月20日、25日にアドバイザーの村上憲
郎氏（20日16時～）、前川徹氏（25日16時～）を講
師に招き、「生成AIの未来」をテーマに生成ＡＩの
衝撃と今後について論ずるセミナーを開催する。 
　生成AIは一昨年末のChatGPTの登場以来、急速に
社会に浸透して、おおむねその正体は了解されて来た
ようだ。しかし、ＡＩの世界の技術発展のスピード
は予想以上に速い。次の変化にも備えなければなら
ない。 
　そこで20世紀の末からＡＩ開発に携わって来たAI
分野の専門家である村上、前川両氏に現状の認識と
未来についての見解を聞く。 

 　　  
村上憲郎氏　　前川徹氏 
　村上氏は日本DEC在籍時の1980年代に当時の通産
省が国家プロジェクトとして人工知能を開発するため
に立ち上げた「第五世代コンピュータ」開発チーム
に参加してＡＩ開発に携わった後、米国DEC本社の
AI開発関連グループに所属、多くの最先端のAI研究
者と交流した。その縁でAIの塊と言える「検索サー
ビス」を始めたグーグルに早期から参加、米国本社副
社長として、日本にグーグルジャパンを設立して初代
社長、日本のＡＩ普及の先導役になった。 

　前川徹氏は通産省で情報政策企画室長を経て
ニューヨークJETROに勤務。インターネットが登場
して多くのネットビジネスが立ち上がる躍動する米国
事情を当時の日本のネットメディアだったパソコン通
信を通じて多数の日本の関係者に報告した。新聞や
雑誌でも報じられない米国の爆発的な熱気を伝えて
貴重な報告で、当時は「前川レポート」と呼ばれて若
い企業経営者や情報産業関係者が貪るように読んだ
ものだった。その後、コンピュータソフト業界団体
の専務理事や大学教授を務め、情報産業の激しい変
化の中に身を置きながら、状況を正確に見通し、継
続的に啓もう活動を展開している。 
　このAIの発展過程を熟知した両氏が現状をどう見
るのか、このAI社会はどこに向かうのか。とりわけ
情報産業や企業生活、社会生活はどう変わってゆき
そうか。「知り尽くした」両氏から、じっくり聞き
たい。 
　沖縄DX会員企業の社員は参加費無料。会員企業以
外は参加費3000円（2日分）。緊急告知になりまし
たので、まだ、十分に皆さんにお伝えできていないの
で、社内、知人の方に幅広くお声がけください。定
員100人になりしだい、受付を打ち切ります。 
　セミナー告知と申し込みは下記から。 
https://pro.form-mailer.jp/fms/8fd9019c322928 

　　 
【沖縄ＤＸ動向・会員情報】 
●VDIからセキュアFATへの移行、ZenmuTech● 
VDIの最大手VMware社が米ブロードコムに買収さ

れた後、ユーザーへのライセンス料が急騰したた
め、FATPCへの移行が話題になっているが、その際
のセキュリティー強化の決定打となるZenmuTech社
のセミナー。11月26日（火）16:00～16:45 
 https://zenmutech.com/information/seminar/ 
「情報漏洩対策としてVDIを導入する企業は多い

中、運用課題などからセキュアFATへの移行を果た
し、これら課題を解消したお客様の実例をご紹介い
たします」 
◇ 大手を中心に採用進む「セキュアFAT PC」　　事
例に学ぶVDIからの移行で得られたメリット◇◇ 

◆◆◆　セキュリティーの潮流　◆◆◆　 
●インフルエンサーも共犯、景表法改正罰則強化● 
改正景表法が施行され、商品やサービスの品質や

規格について、事実とは異なる優良誤認や有利誤認
を招くような広告表示をする事業者に対し、行政処
分などを挟まずに罰金を科す「直罰規定」などが新
たに導入された。インフルエンサーも共犯に問われ
る可能性がある。 

https://pro.form-mailer.jp/fms/8fd9019c322928
https://zenmutech.com/information/seminar/%25E3%2580%258C


●パスワード漏洩、3年で7割増●　 
セキュリティー大手によると、2024年に国内外サ

イトから漏洩した日本のウェブ利用者のパスワードで
は、最も多かったのは「123456」。キーボードの配
列順や、サービス名の「amazon」など容易に推測で
きる文字列が上位に入る。 

●個人情報提供、メタに課徴金24億円、韓国● 
韓国の個人情報保護委員会は米メタに約216億ウォ

ン（24億円）の課徴金の納付を命じた。韓国内の利
用者98万人から収集した「敏感な個人情報」をおよ
そ4000の広告主が利用したと説明している。 

●卒アルで全員標的、ディープフェイク性的動画● 
卒業アルバムやSNS上の写真をAI技術で性的画

像・動画に加工する「ディープフェイクポルノ」被害
が水面下で広がり始めた。月額千円程度で使える加
工サイトが現れ、標的は著名人だけではない。被害
が先行する韓国や米国は法規制へ動き出した。 

●ロシア系サイバー攻撃、偽脅迫、公開データ●  
国立遺伝学研究所の生命情報・DDBJセンターはロ

シア系ハッカー集団から「データを盗んだ。1万ドル
を支払わなければ公開する」と脅迫を受けた。実際
には攻撃を受けておらず、データが盗まれるなどの被
害はなかった。ハッカー集団が盗んだデータの一部
として公開したのは無料閲覧できるデータだった。 

●サイバースパイ、幹部狙う、JAXAも被害● 
宇宙航空研究開発機構を狙ったサイバースパイ攻撃

で、データへのアクセス権限が大きい組織の幹部を標
的としていることが明らかになった。山川理事長の
アカウントも不正アクセスを受けていた。幹部など
上層部のアカウントへの侵入を許せば機密情報が丸
裸にされる恐れがある。政府機関や企業への攻撃で
も同様の傾向がみられる。中国系ハッカー集団によ
る攻撃の痕跡が見つかった。 

●下鴨茶寮、クレカ情報1万6000件漏洩の恐れ● 
老舗料亭の下鴨茶寮（京都市）のオンライン

ショップが不正アクセスを受け、1万6682件のクレ
ジットカード情報が漏洩した可能性がある。氏名や
住所などの個人情報は1万9235件が流出した恐れがあ
る。2021年6月から24年5月までに同社のオンライン
ショップでカード決済をした顧客情報。 

●出前館、マルウエア感染で3日間停止● 
出前館はマルウエアに感染、料理宅配サービスを

一時停止した。注文を管理するサーバーに高負荷が
かかったため異常を疑い、サービスを停止した。マ
ルウエアを削除しセキュリティーを高め再開した。顧

客情報の流出はない模様。暗号資産をひそかにマイ
ニングするマルウエアに感染したことが原因。 

◆◆　SDGｓの潮流　◆◆◆ 
●史上最高温、10月平均気温平年より2.21度高く●  
気象庁によると、10月の日本の平均気温は平年よ

り2.21度高く、1898年の統計開始以降で最も高かっ
た。1位だった1998年を0.93度上回った。全国153の
観測地点のうち、139で月の平均気温が10月として史
上最高になった。 

●再エネ施設で固定資産税増10年で2倍超● 
2022年度の固定資産税収入が10年前に比べて2倍

超に増えた自治体が全国で17市町村あった。複数の
メガソーラーを抱える岩手県軽米町は再エネ発電量1
位の軽米東ソーラー発電所と2位の軽米西ソーラー発
電所が19年に稼働、町の税収増に貢献している。 

●脱炭素経営､ソフトバンク2年連続首位●  
　 日経新聞社の脱炭素取り組みで有力企業500社ラ
ンクで、首位は2年連続でソフトバンク、コニカミノ
ルタや富士通が続いた。再エネを積極的に導入する
企業やCO２削減で取引先と協力する企業が上位に
入った。4位以下は島津製作所、NTT、資生堂、大林
組、セイコーエプソン、KDDI、大和ハウス工業。 

●消費期限近い食品、駅ロッカーで販売、西武鉄●  
西武鉄道は駅のロッカーで消費期限の近い食品を

購入できるサービスを開始。食品ロス削減に向けた
シェアサービスを展開するスタートアップ、コークッ
キング（埼玉県）などと連携、同県内と東京都内の
19駅で始めた。 

●トヨタ・NTT提携、AIで競争力強化●  
トヨタ自動車とNTTが交通事故を未然に防ぐ車載

ソフトウエアの開発で提携。AIが車の競争軸となり
つつあり、自動車搭載のAIを充実させる。トヨタは
事故削減が主眼で、無人運転には慎重姿勢だ。 

●昼間の余った電気でEV　充電安く、新電力● 
EVの充電器を遠隔で制御し、電気代が安い時間帯

に充電するサービスが本格化してきた。推進している
のは新電力が中心。再エネの普及で余った電力が有
効に使われない問題が深刻化、家庭のEVを電力需給
の調整弁として使う試み。 

●東北電系バイオマス発電所が運転開始● 
山形県遊佐町にある東北電力のバイオマス発電所

が商業運転を開始した。同グループ初の専焼バイオマ
ス発電所で、出力5万2900キロワット。年間のCO2
削減量を約14万トンと試算。 

https://www.nikkei.com/nkd/company/?scode=2484
https://www.nikkei.com/nkd/company/?scode=4902
https://www.nikkei.com/nkd/company/?scode=4902
https://www.nikkei.com/nkd/company/?scode=6702
https://www.nikkei.com/nkd/company/?scode=7203
https://www.nikkei.com/nkd/company/?scode=9432
https://www.nikkei.com/nkd/company/?scode=9506


●稲わらからバイオ燃料、クボタが大潟村で●  
農機メーカーのクボタは秋田県大潟村で、稲わらを

発酵させてバイオ燃料にする、高さ12メートルの円
柱型のタンクを稼働させた。大潟村は、八郎潟を干
拓してできた広大な稲作地帯。 

●長野で小水力発電　再エネ需要増、開発余地● 
長野県で河川や農業用水路などの水流を利用した

小水力発電の導入が広がっている。出力は小さいも
のの中山間地域の流量が少ない中小河川でも発電で
き、太陽光などに比べ気象に左右されにくい。 

●火力発電所で水素混焼率8%達成、東北電、新潟● 
東北電力は新潟火力発電所の燃料の一部に水素を

混ぜて燃焼し発電する試験で、水素の混焼率8%程度
（体積比）を達成した。発電出力5万4000キロワッ
ト程度の場合、通常に比べLNGを2.4%削減し、CO2
も2.4%減らせるという。 
　 
●七十七銀行、初の太陽光発電所運用開始●  
七十七銀行は同行初の太陽光発電所「77ソーラー

パーク富谷」（宮城県）の運用を始めた。発電した
電力を東北電力グループの送電網を使い、同行の本店
や支店などに供給する。 

●波力発電の企業に出資、メタルワン●  
鉄鋼商社のメタルワンは波力発電技術を開発する

グローバルエナジーハーベスト（東京都三鷹市）に出
資。発電設備に使う厚板や鋼管などを納入して量産
化を支援するほか、取引先を紹介してサプライチェー
ン構築につなげる。 

●船のアンモニア混焼エンジン、ジャパンエ試験●  
船舶用エンジンメーカーのジャパンエンジンコーポ

レーションはアンモニア燃料と重油を混ぜ合わせて
燃やし、エンジンを動かす試験運転を終えた。混焼
エンジンの初号機は2025年9月に完成予定。 

●環境保護へ持続可能なサバ養殖、海を休ませる● 
水産商社、塩飽フィッシャリーズ（香川県丸亀市）

が人工種苗の養殖で育てたサバを本格的に出荷し始
めた。瀬戸内海の漁獲量減少に対応、「海を休ませ
るサバ」を標ぼう、持続可能な漁業を目指す。 

●米、60年ぶりリチウム新鉱山、脱「中国依存」●  
米政府は自国内で60年ぶりとなるリチウム鉱山の

採掘計画を承認。西部ネバダ州の鉱山でオーストラリ
アの資源会社が進める計画を認めた。中国にリチウ
ム調達を頼る現状からの脱却を目指す。 

◆◆◆　デジタルの潮流　◆◆◆ 
●AWS勘定系初稼働、福島銀行、メガバンク構想● 
福島銀行はSBI地方創生バンキングシステム（東

京）やフューチャーアーキテクト（東京）と組んで、
勘定系システムの動作プラットフォームとして米アマ
ゾン・ウェブ・サービス（AWS）のパブリッククラ
ウドを全面採用する「次世代バンキングシステム」を
稼働させた。 

●さくらネット、NVIDIA製GPUを1100個調達● 
さくらインターネットは米エヌビディアから画像処

理半導体1100個を購入する。北海道石狩市の石狩
データセンターに導入し、生成AI向けクラウドサー
ビスを拡充する。 

●給与の一部を希望者にPayPayで、ニチガス● 
LPガス大手、日本瓦斯は希望者を対象に給与の一

部をスマホ決済のPayPayで支払う。グループ全社の
正社員、嘱託社員、パート社員の計約2000人が対
象。希望者は自身のPayPayアカウントで受け取る。
受取額は1万円、3万円、5万円、10万円から選ぶ。 

●２地域居住　官民で促進　連携強化へ新組織● 
都市と地方に生活拠点を持つ２地域居住を促進す

るため、自治体や企業などで構成する「全国二地域
居住等促進官民連携プラットフォーム」が発足。官
民連携で地方への人の流れを生み出し、地域での担
い手確保や消費拡大につなげる。 

●空飛ぶタクシー、機体公開　トヨタなど● 
　トヨタ自動車と米新興企業のジョビー・アビエー
ションは開発中の空飛ぶタクシーの機体を静岡県裾
野市の研究施設で報道陣に公開した。滑走路のよう
な大規模な施設を必要とせず、低価格で気軽に空を移
動できる。トヨタはジョビーに５億ドル（約７６５億
円）追加出資、累計投資額は９億ドルとなる。 

●無線LANで不動産遠隔監視　NTT東など● 
NTT東日本埼玉事業部は賃貸マンションなどの販

売・管理事業を手掛ける武蔵コーポレーション（埼
玉県）と連携、物件を遠隔監視する実証実験を開
始。広域で高速通信できる無線LAN規格「IEEE 
802.11ah」で物件のカメラ映像を遠隔で確認する。 

●電子カルテ、要点を自動保存、医薬基盤研● 
医薬基盤・健康・栄養研究所や大阪国際がんセン

ターなどの研究チームは各病院でばらばらの電子カル
テのデータ規格を自動で国際標準にそろえ、蓄積す
るシステムを開発。災害など有事の際の診療継続や
データ活用の創薬研究に役立つ。 

https://www.nikkei.com/nkd/company/?scode=6326
https://www.nikkei.com/nkd/company/?scode=9506
https://www.nikkei.com/nkd/company/?scode=8341
https://www.nikkei.com/nkd/company/?scode=9506
https://www.nikkei.com/nkd/company/?scode=6016
https://www.nikkei.com/nkd/company/?scode=6016
https://www.nikkei.com/nkd/company/?scode=3778
https://www.nikkei.com/nkd/company/us/NVDA/
https://www.nikkei.com/nkd/company/?scode=8174


●マイナ免許証来年導入閣議決定、現行も存続● 
政府は運転免許証とマイナンバーカードを一体化し

た「マイナ免許証」を2025年3月に導入すると閣議
決定。現行の免許証は廃止されず、マイナ免許証と両
方持つこともできる。免許証のICチップに記録され
ている▽免許保有者の写真▽有効期間▽免許の種類
▽眼鏡の着用条件――などの情報をマイナカードの
ICチップに加える。 

●スマホ観光サイト簡単作成、AIで多言語翻訳● 
リコーITソリューションズ（横浜市）はスマホ向

け観光ガイドサイトを簡単に作成するサービスを始め
た。AIを活用し、クラウド上で多言語対応で音声も
活用したガイド画面を手軽に作成できる。 

●顧客問い合わせ回答者はAI、住信SBIネット銀● 
住信SBIネット銀行は顧客からの問い合わせに直接

対応する生成AIのチャットボットの提供を始める。
同行のウェブサイトやスマホアプリで、生成AIとの自
然な対話の中で知りたい情報を得られる。 

●「生成AI使う」3分の1、大手と中小に格差● 
日経BPの調査によると、国内企業のうち生成AIを

全社あるいは一部で使う企業は全体の33.8%。中小
企業では全社利用の割合が大手企業の約15分の1と低
い。DXについては大手と中小で格差がある。 

●生成ＡＩ普及、DC機器廃棄で電子ごみ増● 
米科学誌ネイチャー・コンピュテーショナル・サイ

エンス掲載論文によると、生成人ＡＩの利用拡大に
伴い、データセンターから機器更新で廃棄されるサー
バーなど電子ごみが増え、2020～30年に累積120万
～500万トンに達する。中国科学院などのチームの発
表。これまで電力消費と温室効果ガス排出の増加が
指摘されてきたが、鉛やクロムなど有害物質を含む
ごみの問題も加わった。 

●路上のポイ捨てAIが検知、プラごみ対策強力に● 
AIで路上のポイ捨てごみの状況を把握、早期の回

収に結び付ける動きが広がっている。スタートアップ
企業開発のシステムで、地域美化だけでなく、プラス
チックごみの海洋流出防止にもつなげる。 

●ネット投票で市長の退職金額決定● 
茨城県つくば市の五十嵐立青市長は、任期満了に

伴う退職金の額をつくば市民のインターネット投票
で決める。公約の実現や事業への取り組み状況な
ど、市長の行政運営の実績を市民が点数で評価。平
均点を退職金に反映させる。参加できるのは電子証
明機能付きのマイナンバーカードを保有する15歳以
上の市民約13万人。 

●カンボジア5G通信網、ドコモとNEC● 
NTTドコモとNEC共同出資のOREX SAIがカンボ

ジアで本格的な通信実証を実施、海外での通信イン
フラ整備事業を展開する。高速通信規格「5G」の通
信網を整備、太平洋地域で中国製品に依存しない通
信網をつくる。 

◆◆◆　沖縄の潮流　◆◆◆ 
●県別固定資産税収入伸び率、沖縄が全国首位● 
2022年度の固定資産税収入伸び率（10年前の12年

度比）では、沖縄県が36%増と全国トップ。地価の上
昇とともに税収も増えている。 

●観光客数、2024年970万人見通し、OCVB● 
　沖縄観光コンベンションビューロー（OCVB）によ
ると、は2024年1～12月の入域観光客数が前年比
17.8％増の970万3千人となる見通しを発表した。　
過去最高の1016万人を記録した19年と比較すると、
国内客が4％増で、海外客は25.5％の減少。 

●JTA中部―那覇線、年末年始に増便対応● 
　日本トランスオーシャン航空は12月30、31日、1
月2、3日の4日間、中部―那覇線を1往復ずつ増便す
る。年末年始の需要増加に対応する。　 

●景気13カ月連続「拡大」、りゅうぎん総研● 
　りゅうぎん総合研究所の9月の県内景気動向調査に
よると、「緩やかに拡大している」と13カ月連続で
判断した。消費、建設は「回復の動きが強まる」と
の判断を据え置いた一方、観光は「拡大の動きが強
まっている」と1年ぶりに判断を上方修正した。 

●個別労働紛争23年度2219件、3．7％減● 
　沖縄労働局によると、2023年度に総合労働相談
コーナーに寄せられた個別労働関係紛争相談件数が
前年度比3.5％減の9764件。民事上の個別労働紛争が
3.7％減の2219件。内容別に職場の待遇などに関する
「その他の労働条件」が最多だった。「解雇」が405
件。 

●沖縄で過大交付、会計検査院が「不当」指摘● 
会計検査院の2023年度決算検査報告によると、沖

縄関係では、国民健康保険で県が調整対象需要額を
過大算定したため4390万4千円の過大な補助金交付
があり、生活扶助費等負担金でも3583万2千円の過
大交付があり不当と指摘した。 
　 
●泡盛、伝統的酒造りでユネスコ無形文化遺産へ● 
文化庁によると、ユネスコの評価機関が泡盛や日

本酒、本格焼酎などの「伝統的酒造り」を無形文化

https://www.nikkei.com/nkd/company/?scode=6701


遺産に登録するよう勧告。12月に正式決定の見通
し。登録されれば国内23件目となる。伝統的酒造り
は、カビの一種であるこうじ菌を使い、コメなどの原
料を発酵させる日本古来の技術。 

●泡盛、出荷量減少傾向、ユネスコ登録で追い風● 
沖縄県酒造組合によると、琉球泡盛の総出荷量

（アルコール度数30度換算）は2004年の2万7688キ
ロリットルをピークに減少傾向にある。日本復帰50
年の節目が重なった22年の泡盛の総出荷量は前年比
で18年ぶりの増加となったが、23年は再び減少に転
じ、22年比3.4％減の1万2865キロリットルだった。
海外向けは米国や中国の落ち込みが響いた。 

●EUの IoT機器セキュリティー規制認証機関へ● 
情報セキュリティーのセキュアイノベーション（那

覇市）は、IoT向けの機器がEUの新たなセキュリ
ティー規制に適合しているかについて、認証試験を始
める。同社は2025年夏に導入される新規制の試験機
関に必要な規格の取得を進めている。 

●EFポリマー、家庭菜園向け吸水剤● 
EFポリマー（恩納村）はホームセンターなどの小

売店で、個人の家庭菜園向けに少量パッケージの農
業用吸水剤の販売を始めた。同吸水剤は自重の50倍
の水を吸収、適度に水分の放出も行う。食品廃棄物
が原料で、化学物質は含まない。100グラム（598
円）と500グラム（1980円）の2種類を販売。 

●ノグチゲラ、マングース駆除で絶滅リスク減少● 
国際自然保護連合の世界の絶滅危惧種レッドリス

ト最新版によると、沖縄県の固有種でキツツキの一
種ノグチゲラの絶滅リスクが低下した。一番高リスク
の「深刻な危機」から一つ下の「危機」に変更。外
来種マングース駆除の効果とみられる。 

●JAL、電動キックボード那覇でサービス開始● 
　日本航空は電動キックボード世界大手ライム社と
業務提携、日航はマイル会員に対し、国内でのライ
ムの利用100円につき1マイルを付与。日航の取引先
のホテルや飲食店に、ライムのキックボード配置を支
援する。交通渋滞で悩む都市部、観光地の移動手段
不足緩和を目指す。　 

●タクシー「ニューモグループ」が沖縄展開● 
タクシー事業を展開するnewmo（ニューモ、東

京）は来年春にも県内でタクシー事業を始める。タ
クシー配車アプリや他タクシー事業者との提携を進
めるnewmoは大阪でタクシー事業を展開する事業者
らの経営権を取得し、今年1月に設立。グループで所
有するタクシー車両数は600台以上で、従業員数も1

千人を超える。10月にnewmo沖縄を設立した。　 

●ICT活用でトマト周年栽培、うるま市農業法人● 
　農業法人、トマタツファーム（うるま市勝連）は
ICTを活用し、気温の高い沖縄では難しかったトマト
の周年栽培を実現。土を使わない養液栽培、ハウス
に設置したセンサーで気温や日射量、雨量などを感
知して窓の開閉、給水量などを自動化する。 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
沖縄ＤＸ会員企業、連携団体、沖縄ＤＸ幹部と名刺
交換させていただいた方に、No.81を送信させていた
だきました。沖縄ＤＸの方向性を読み取っていただ
きたい。本メールや沖縄ＤＸ開催セミナーを聴講で
きる「情報会員」、本メールなどで紹介する沖縄Ｄ
Ｘ事業に参画を希望する企業は「幹事会員」「一般
会員」に加入申し込みください。お待ちしています。
「会員制度の詳細を知りたい」、あるいは「この種
のメールニュースは不要」という方は、恐れ入ります
が、その旨、下記に送信ください。 
⇒　info@okinawadx.com 

なお、創刊前準備号から第80号までは下記ＵＲＬか
ら閲覧できます。アーカイブ欄があります。 
https://www.okinawadx.info/お知らせ/ 

⇒　沖縄ＤＸチャンネルではYoutubeを利用して「サ
イバーセキュリティセミナー」や「SDGｓ解説セミ
ナー」（首里社労士法人と共同製作）を動画配信し
ています。 
アーカイブについては沖縄ＤＸホームページからアク
セスできます。アクセスは以下から。 
h t t p s : / / y o u t u b e . c o m / p l a y l i s t ?
list=PLCjtoSin7N8lvURSvpe97q_LD24tIgB5O&si=
4261cfCnQ7TKTmxK 

沖縄トランスフォーメーション   
　　　　　代表理事　中島 洋 

　　　　　　　　　　専務理事　浦崎真作 
理事　中島啓吾 

　　　　　　　　　　　　　　　　理事　谷孝　大 
事務局長　中西利文
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